平成26年度 第４回富山県社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会

日時：平成27年３月25日(水)
13:00～14:30
　　　場所：富山県民会館304号室
· 開会

· 挨拶（山崎厚生部長）

· 議事（１）
　「富山県高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事業支援計画」の素案について

　・事務局より、資料１～５に基づき一括説明の後、質問・意見交換

―意見・質問―

（馬瀬会長）

それでは、ただいまの説明や資料について、本分科会や高齢者福祉施策全般についてご意見をいただきたいと思います。

時間は十分ございますので、委員各位のご意見を頂戴できればと思っております。

（勝田委員）
認知症の人と家族の会の勝田と申します。第６期の計画について、当事者団体として、特に認知症施策を中心にこの計画をどのように改定を図るかということについて私たちの思いを述べたいと思います。午前中も電話相談がたくさん入っておりますけれども、認知症については早期発見・早期ケアということは、県のほうもこの中にきちっと書かれておりますし、その点では大切なことだと思っています。認知症の啓発については、よく電話がかかってきて、例えば今日は70歳のご主人が２年前から様子がおかしいと、旅行先に行った後、全部を忘れてしまってどこへ行けばいいかわからないとか、水道料とか電話料が銀行の引き落としが止められそうになっていても家族にはそれを見せないとか、お医者さんに何とか連れていこうと思ってもどうしても行かないと言っているが、どうすればいいかとか、初歩的な電話相談がとても多いんですね。
この方は、私たち週１回認知症カフェをやっていて、今日もやっているのですが、そこをご案内したら、「すぐ行きます」ということだったんですが、もう既に２年前から、お話を聞くと、道に迷ったりしていると。どうしてそのときに、例えば地域包括支援センターさんとか近くに相談に行かないのかなと、本当にギリギリになって本当におかしいと思ってからしか私たちのほうに相談がないので、やはり元気な人にこそ認知症の啓発を進めないといけないのではないかと。
この高齢者保健福祉計画の中には、大勢の方たちは元気な高齢者とあります。今年初めて県の委託事業で市町村を回らせていただき、11市町村で随分たくさんの方が参加されて、やはりこういうふうに認知症について具体的なお話が聞けたのは初めてだということでした。お医者さんなどのお話を聞くんですが、認知症のご本人やご家族のお話なのでなおさらそう思われたのだと思うんですが、元気なとき、もう少しきめ細かく、やはり認知症の啓発を進めるのをこの計画の中にもう少し具体的に盛り込んでいただけたらなというふうに思っております。
そして、特に県内のこの認知症の高齢者のところには、先ほど一覧表のご説明の中にあった９ページには、約３万6,000人という人が基本数になっておりました。それでちょっと確認しましたら、これは自立度Ⅱ以上の方ということで、私たちがこの早期発見、そして早期に適切なケアをするというのは、要支援の方とかそれ以下の方々が入っているので、この計画では一覧表に自立度Ⅱ以上の３万6,000人が基本数になっているんですが、高齢者人口に15％掛けた認知症の方々が４万6,000人と軽度認知障害が約４万人で、８万6,000人以上の方がいらっしゃるということなので、やはり基本数は、特に早期発見の点からはそこに重点を置いていただきたい。軽度認知障害の方が４万人いらっしゃるということと、特に私が一番言いたいのは、要支援１と２の地域支援事業への移行のことです。それぞれの市町村の移行準備は、進んでいるところと進んでいないところがあり、一部のところが今年から始まるということを聞いているのですが、その具体的な中身が私たちには見えない。

ここの中で、例えば平成27年度の要支援の数は、要支援１は6,075人、それから要支援２は6,785人と指標の中に示されておりますが、合計１万2,860人の方々が３年後には自立支援ということで地域支援事業のほうに移行されるんですが、これは市町村の調査を積み上げた数値だということがここに書かれております。本当に私たち今一番不安に思っていますが、逆に、この人たちにこそしっかりケアをすることで重度化させない、そうすると介護保険全体のお金もかからないのではないか。計画の中で市町村の保険料の平均的な数字も出ておりましたけれども、そういう点で、この要支援の方々こそ適切なケアが必要であり、どのように徹底されるのか、県の計画の中にもう少し具体的に見えるような形で書いていただけないかなと思っています。
と同時に、４月から介護報酬が下がりますが、実は昨日第三者評価である事業所に行ってまいりましたけれども、そこ結構大きな事業所なんですが、働いておられる方全員を集めて「介護報酬が下がるので賃金が上げられない」という説明があったそうです。テレビでは１万2,000円上がるんだということを盛んにおっしゃっていますし、この中では県平均でこの４カ年で１万8,000円ほど上がったというデータが示されているんですが、この数ってどこから出てきたのかなと。今、介護従事者を増やさなければならないのに、そういうことについて、そこに直接働いておられる人たちに聞いたら、「本当に僕たち頑張っているのに、どうして上がらないんでしょうね」と言われました。
115ページにこの地域支援事業の費用が書かれております。27年度は約26億円、28年度が31億円、29年度が45億円で、３カ年で104億円です。実は、地域包括支援センターの福祉サービスだとか、それから医療と介護の連携の推進とか認知症施策とか生活支援サービスとか、全て含めたものが104億円なんですね。これで本当に初期段階の人たちを含む要支援１、２の方たちの適切なサービスが行えるのかなと。このままいったら、３カ年の間に認知症は重度化してしまうのではないかなと思いますが、その対策がこの計画できちっと見えてこない。とっても不安に感じております。

高齢化がほかよりも進んでいる地域の認知症の人への施策というのは、やはり早期のきめ細かい啓発とそれから初期の早期発見に基づく対応、それも適切な対応をすることで、やはり認知症があっても安心して笑顔で暮らせる富山県だということをこの計画の中にもう少しわかるように見えるように盛り込んでいただきたいということと、最後ですが、第５期の計画と実施された内容の検証がどこでも行われていない。やはりこれをしっかりした上で第６期計画を重ねていくべきではないかと思います。

（馬瀬会長）

いかがでしょうか。認知症の施策の初期段階のところの施策がしっかり書き込まれていないんじゃないかということですが。
（事務局）
それでは、今ご指摘がありました、まず認知症の中期の対応でございます。認知症施策につきましては、70ページから、まず認知症施策の推進ということで始まっております。71ページには今おっしゃいました認知症の普及啓発と予防、早期発見・早期対応の推進が重要であるということ、その中でも種々の施策を挙げさせていただいておりますし、72ページの（２）では認知症の医療・介護体制の整備と地域連携の推進、また（３）には地域における支援体制の推進ということで、ご懸念の市町村が取り組む認知症施策への支援といったことも書かせていただいております。
啓発を特に元気な人にこそ進められるべきではないかという点におきましても、先ごろ報告書を取りまとめました、認知症実態調査の成果も反映いたしまして、一般の方にわかりやすく認知症の予防につながるようなことも書き込んだパンフレットなども作成してまいりたいと思っております。

また、市町村に、要支援１、２の方々を対象にした介護予防の一部の事業（訪問介護、通所介護）が移行することになっていますが、このことにつきましても、市町村で行う施策を支援していくということが計画のいろいろな場所に書いてあるところでございます。市町村に移るから手を離すということではなく、これからも市町村の方々と一緒に、市町村の方々で得られない情報を収集したり、いろいろとご相談しながら、進めたいと思っております。

また、数につきましては、ご紹介をいただきましたとおり、９ページのほうに、認知症高齢者の状況を書いております。真ん中あたりの吹き出しにありますこの３万6,000人という数字をご紹介いただいたかと思いますが、これらは今ご紹介いただいたとおり、介護保険制度を利用している認知症高齢者の方々で日常生活自立度Ⅱ以上の方を捉えたものでございます。

それとあわせて、先生のご指摘にありますとおり、介護保険を利用していらっしゃらない方も含めると４万6,000人、またそのほかに軽度認知障害いわゆるＭＣＩの方々が４万人いらっしゃるということで、施策の対応の上では私たちとしても、こういった数字を把握しているところでございます。こうしたことをなるべく計画には盛り込んでいるつもりでございますが、今後、概要版の作成などに当たりましても、わかりやすいように、見やすいようにということも考えたいと思っております。
（馬瀬会長）
もう１つ、その介護職員の待遇について、これは国のほうで介護報酬が下がったけれども、人件費についてはきちんと上げるんだという方針が出ていたと思うのですが、現場の声はちょっと違うんじゃないかということでした。これはどのように指導していくことが適切なのか、ちょっと我々には理解しにくいんですが。

（事務局）

今回、介護報酬の改定がございまして、本体報酬が４％余り引き下げられた一方で、介護職員の処遇改善のための加算というものが別途新設をされまして、それが１人当たり１万2,000円に相当する額と決められております。
それから、中重度の要介護者に重点的に対応する事務所への加算もございました。そういったものをプラスマイナスしまして、全体で、今お話にあったように、２％余りの引き下げということになったわけでございますけれども、この処遇改善加算は、実際にその事業所の中でまず賃金の改善を行っていただくことが必要であり、まず処遇改善のための新たな対応を行っていただいたところにこの加算をつけるという取り扱いになっております。
県としましては、こうした加算の制度をまず周知をして、どうやれば加算が取れるかということを周知を図り、かつこの要件がきちんと実行されているかどうかということを見させていただくということを通じまして、加算を利用して、現場の方々の賃金が上がるように、また施設の方々や市町村の方々とも協力しながら、きちんとまた見させていただいて、実効が上がるようにしてまいりたいと考えております。

（馬瀬会長）
　どうもありがとうございました。ということは、介護報酬は４％余り下がる一方で、職員の賃金を引き上げたという実績がきちっと上がったところについては、賃金が上がった分の加算を１年何％かすると、そういう理解でいいんですね。だから、賃金を上げなかったら、職員の賃金を加算して払わなければ、その分については介護報酬から出されることはないということですね。

（事務局）
　そういったご理解で結構かと思います。ちょっと数字は曖昧なことを言っておりましたが、本体報酬が4.48％引き下げられております。処遇改善、１万2,000円と言いましたが、これはプラスの1.65％に相当します。そして、中重度の要介護者の対応など介護サービスの充実分が0.56％ということで、これらを足し算引き算しますと、改定率がマイナス2.27％という、これが今回の介護報酬改定の概要でございまして、今おっしゃったように、きちんと給料を引き上げないと、プラス1.65％分は介護報酬としてその事業所には支給されないということになります。

（馬瀬会長）
　ですから、先ほどの委員の懸念はないということですね。
　よろしゅうございますか。ほかにご意見。

（秋山（眞）委員）
　110ページですか、介護病棟から医療病棟へは県はその転換は認めるつもりは全くないんですか。それがまず１点。
　２つ目が、その同じ表で、特別養護老人ホームが３年間で582床増えることになっておりますけれども、こんな特養の介護報酬が６％も減額されて、特養を今からつくる人がいるのでしょうか。それが２点目。

　３点目、51ページのユニットケアが非常に強化してありますけれども、本当にデメリットはないのか。動線が長くなると介護人の動く量が非常に広くなって、逆に疲労度合いが多くなるという話もあるんですけれども、メリットばかり書いてあって、ユニット化がよさそうで、ユニット化にしなさいという感じです。それは尊厳を守るためということでいいのかもしれませんけれども、それが３点目。

　それと、４点目、よくわからないのは、地域包括ケアシステムの本体の中心となるのはどこなのか。今の地域包括支援センターが発展的に、どこかの部門が大きくなっていくのかどうなのか、そこの辺ちょっと読んでいてもわからなかったんですけれども。それとも新たにつくるのか。その４つをお伺いします。

（事務局）
　１点目は時間をいただくこととして、２点目は、特別養護老人ホーム582床の増加とあるが、介護報酬が引き下げられる中、本当につくる人がいるのかというお尋ねだったかと思います。

　これは市町村におかれましても、そういったところも見込まれまして、まず予定を立てられ、それを積み上げた数字でございます。

　私どもとしましては、市町村のほうで個別に事業者を確保できるとお考えの上で計画に記載しておられると考えております。それだけ必要ということで今後事業者の方を確保しようという計画をお立てになっていると思いますので、本当につくる人がいるのかということにつきまして、今後ともこの計画値を積んだ形になるように努力をしていただけることと存じます。
　特に27年度につきましては、既にいろいろ作業をスタートしておりますので、まずは27年度はこういったもので進んでいくことと思っております。

　また、３点目のお尋ねについて、ユニット化のメリットばかりがあるけれども、デメリットもあるのではというご指摘でございますが、既にこれは国のほうで、やはりユニット化のメリットが大きいということで、そちらに誘導する施策が進んでいるかと思います。また、特に団塊の世代以降、個人というものを重んじる方々が、どんどん高齢期に突入する中で、多床室よりもやはりこういったユニット型で個室の環境を確保してほしいと、そういったことを望む方々が増えてくるんじゃないかということも言われております。
　ただ、おっしゃいましたように、もしもユニット化にデメリットがあるということであれば、今後、関係の団体でもいろいろご検討いただきまして、もしございましたら、またお声をお寄せいただければ、私どもも必要な働きかけを国にしていく用意がございます。

　４点目は、地域包括ケアシステムでございますが、地域包括ケアシステムの中心に誰かがなるという形ではないのかなと思います。Ａ３の計画のポイントを示しました大きな紙を見ていただきますと、地域包括ケアシステムの概念図が書いてございます。右側に絵がございますけれども、高齢者の方に適した住まいというものがまず真ん中にございまして、必要になったら医療を受ける、入院をして、退院をして通院をする。また介護が必要になったら入所をしたり、また出てきた後通所をしたり、最初から通所で在宅で生活をしたり、また下のほうには、いつまでも元気に暮らすために生活支援・介護予防を実施すると、そして点々で囲んでありますのは、地域包括ケアシステムは概ね中学校区を単位として想定するということにされております。そして、大事な役割を担いますのは、ご紹介いただきました地域包括支援センター、またケアマネジャーの方々になります。こうしたサービスが全て中学校区で揃うというのが地域包括ケアシステムでございます。今後市町村が中心的な主体となってそれぞれの高齢者がこういったサービスを地域の中で受けられるようにやっていこうというのが地域包括ケアシステムの全体図でございまして、どれか１つの機関、どこかがこれを進めていくというものではないというふうにご理解をいただければと思います。
（秋山（眞）委員）
　これは市町村ですか。

（事務局）
　地域包括ケアシステムを構築していく主体は市町村というふうにされております。そして、それに当たって、まだ市町村がなじみのない事業もございますので、そこを県のほうできちんと支援をしていって、また基盤整備支援と人材確保に取り組むと、そういった形が基本でございます。

（秋山（眞）委員）
　それだとぼやっとしていて曖昧じゃないですか。もし患者さんの立場になったら、私はどこへ行けばいい、どこに相談すればいいという、そういうところがどこかということなのですが。
（事務局）
　そういう個人の方にとってみますと、例えば病院を退院するときには地域連携室などにご相談に行かれるでしょうし、そこからケアマネジャーさんにつなぐとか、あるいは訪問看護ステーションにつなぐとか、その結び目が、その方々がどこから出発するかによって多数そういった結び目ができてくるというのがこの地域包括ケアシステムだと思います。
　また、在宅でいろいろ具合が悪くなれば、市町村の窓口へ行かれたり、地域包括支援センターに相談されたりということで、そちらのほうにもまた結び目ができる、それぞれその状態に応じて、そのまま選択がたくさんできて、状態に応じて介護サービスが用意されるというのが地域包括ケアシステムであると理解しております。
（秋山（眞）委員）
　でも、それだと今と全然変わらないわけであって、何が変わるのですか？
（馬瀬会長）
　いやいや、変わらない地域もありますけど、ない地域もありますからね。だから、先生の地域はちゃんとそういうシステムが動いているから変わらないと思っておられるかもしれないけど、全県下でこういうものが構築されているかというと、決してそういうことではないということです。

（事務局）
　では、１点目の療養病床につきましては、医務課からお答えいたします。

　介護療養病床から医療療養病床に転換することはできないかどうかというご質問でしょうか。
（秋山（眞）委員）
　はい。

（事務局）
　県は、病床自体は管轄しているんですけど、中身の保険のことは厚生局で管轄していますので、そちらのお話になるんですが、今のところ介護療養病床から医療療養病床に変えてはいけないというようなことは聞いていないんですが。

（秋山（眞）委員）
　だめなわけじゃないんでしょう。

（事務局）
　はい。だめだという話は聞いていないです。

（秋山（眞）委員）
　人数さえ増やせれば、申請すればいいわけでしょう。

（事務局）
　はい、そのとおりだと説明しております。

（秋山（眞）委員）
　我々の協会の上の方からは、今回の介護報酬改定で、介護病床のハードルが相当高くなったので、介護病床を医療病床に転換するのも１つ選択肢としてあるという話がきております。ただ、今度９月に地域医療構想があるものですから、逆に変に医療病床に移ると、県がそこでストップかけてくるかなと思ったのですが、今そういうことはないわけですね。

（事務局）
　はい、今現在は。

（秋山（眞）委員）
　今９月まではまだ大丈夫なわけですね。

（事務局）
介護から医療にということがだめということではないです。具体的に何をしたらだめだというのを把握してはいないんですが。
（秋山（眞）委員）
　どうしてかというと、介護保険ができるときに、僕らの病院というのは、介護病棟に移ってくれということで55％を介護病棟へ、医療を45％にしてくれと県の指導でそうなっているんです。あなた方、知らないかもしれないけれど、大体みんなそういう割合で介護療養型に。それは笠島先生もよく知っておられると思うので。

（笠島委員）
　全部医療病棟にした人もいて。

（秋山（眞）委員）
　全部医療にしたところもありますし。

　でも、確認だけしておかないと、ゼロで変わらないようにしてありますから。ひょっとすると介護の病床が減っていく可能性はあるかもしれない。医療に移って。

（事務局）
　よろしいでしょうか。その点少しご説明させていただければと思います。

110ページで施設の整備目標を書かせていただいている中で、介護療養型医療施設のところの今後３年間の整備計画はゼロになっております。かつ、下のほうの介護療養型の施設からの転換分もゼロになっております｡介護療養型医療施設の整備目標が今後３年間ゼロになっておりますのは、これまでこの介護療養型医療施設を特養なり介護老人保健施設に転換していこうという方針がずっと以前から示されておりまして、現在この介護療養型医療施設の新設というのは事実上認めないという形になっております。そのことが整備目標がゼロになっている。下のほうの転換分といいますのは、今ご説明いたしました介護療養型医療施設から特養なり老健に移行する分を幾つ取り込むかというのがゼロでございます。
　ですので、今先生ご指摘の介護療養型医療施設から医療への転換ということではなく、特養または老健への転換分が今後３年間見込まれていないということを示したのがこのページの説明でございます。
（秋山（眞）委員）
　でも、どちらにしろ、介護保険（報酬）は減るわけでないですか。医療費はある程度増える。その辺が少し違ってくるから。（中身はほとんど）同じものだけど。

（馬瀬会長）
　いやいや、それは医療費の問題は関係ないですから。

（秋山（眞）委員）
　介護保険は変わってくる。

（笠島委員）
　じゃあ、転換してもいいということですよね。医療型に。

（秋山（眞）委員）
　それと老人ホームも本当に（整備するところが）あるの？　僕この前特養をやっておるところに行ったけども、ほとんどもう赤字だからこんなのやるところあるのかなと言っておったんですけど。

（馬瀬会長）
　それは各市町村からの積み上げの数字ですよね。

　いやいや、先生そうおっしゃっても、これはどこまでいっても、各市町村で出してきた数字を積み上げたものでしかありませんから、大丈夫かねって言われても、答えようがないとしか言われません。それぞれの市町村がこの数字を上げてきたということですよね。それだけつくる気があるということだと考えていいと思うんです。

（笠島委員）
　先ほどの介護職員の処遇改善について、今までは１、２、３のランクの一番上のランクを取っていますが、今度は新たに１つ上のランクがありまして、それが先ほど言われた12,000円相当の加算、それには非常にハードルがありまして、小規模の介護をやっているところは厳しい。何かそこの何年目でどれぐらいの介護職にするかという段位制、それに取り組まなきゃいけない。それとあと悩ましいことに介護職員だけ上げるわけにはいかない。看護師など全部上げなきゃならない。非常に悩ましいところで、うちも悩みに悩んでいたんですけども、やはりこれは介護職員が今ものすごく不足しておりまして、皆さんもうヘロヘロになりながらやっているのに、せめて給料を高くしないとこれはやっていけないということだってあります。それから近隣のところも、特養のほうも、そういう一番上の加算をとると打ち出しているところもある。
　だから、かなり給料を上げないと、それから３年後にはどうなるか、どんでん返しになる可能性もあるんですが、そのときに上げてもらえなかったらどうしようかとなりますので、背に腹は変えられないというか、これは取らないとしばらく時間があくとだめになるんじゃないかと、そういうことがありまして、県としては、ぜひこの加算を取るための段位制度を取るためには、そういうハードルがありますから、そのハードルに支援をぜひしてほしい。あと、ぜひその３年後にもこれが続けるように、強く国に訴えまして、措置していただけるようにぜひお願いしたいなと思います。小さな施設で、本当にやめようかという人もたくさんおられます。これはやはり民間からみると大変なことになります。やはりある程度大きなところに集約される、それが国の狙いなのかもしれませんけれども、それはそれでもいいんですけれども、少なくとも介護職員の給料を上げる方向にサポートするということを、県はぜひお願いします。
（馬瀬会長）
　県単独でこういうことにサポートできるとしたら、どんなことが考えられるか。
　県単独でやる事業として何ができるかということになると非常に厳しいと思います。
何かありますかね。

（事務局）
　介護職員処遇改善加算をするために、まずは賃金を上げることと、あとハードルが高いとおっしゃった各事業所での処遇改善の取組みを行わなければいけないことになっております。処遇改善の取組みの中には、例えば、今段位制度というふうにおっしゃいましたけれども、どのレベルまで職員が行けばどういう処遇改善が行われるかということを明確に示す、そういった道筋を示す方法ですとか、あるいは現場のその職員の方々の負担を軽くするための取り組みとか、そういった目に見える取り組みをしていただけるということが、もう１つのハードルになっているわけでございます。
　県でどういったことを単独で今考えているか、あるいは実施しているかといいますと、せっかくですのでご紹介させていただきますと、資料２の91ページをご覧いただきたいと思います。一番下の欄に「介護サービス事業所におけるキャリアパスの導入等魅力ある介護職場づくりの推進」ということが記載されております。１つ目に、介護事業所における職員のキャリアパス作成の支援というのが、まさに26年度から始めている事業でございまして、キャリアパスの説明は、下の欄外に書いておりますけれども、職場で求められる知識習得や経験の過程を明確にし、能力、資格、経験等に応じ、給与体系や人事制度において適切な処遇を図る制度ということで、公務員では、この職であればこの給与という明確な基準があるわけでございますが、介護職場でなかなか、どういう資格を取ったらどういう地位まで行けるのか、そしてそれにどういった給料が見合うのかといった明確な基準が定められていないことが多く、そのことが個々の介護職員の方々のモチベーションが向上できないということにつながっているという指摘がございまして、そのためキャリアパスをつくることを県で支援しようということで、キャリアパスのモデルを26年度に業種ごとに作成しまして、またそれぞれの事業所に合ったキャリアパスを作成していただくために、社会保険労務士の方を事業所に派遣するということを行っております。
　そういったことを通じてキャリアパスをできるだけたくさんの事業所でつくっていただいて、職員の方のモチベーションのアップにつなげていただき、介護職員の処遇改善にもつなげていただきたいと思っております。
　もう１つは、介護の現場での職員の方の負担軽減でございますけれども、99ページをお開きいただきたいと思います。健康・医療・介護分野におけるＩＣＴ化の推進という中で、介護ロボット等の開発、導入促進ということで、ロボットの調査研究などを支援するとともに、２つ目に介護ロボット導入支援ということを書いております。これも平成26年度から既に実施をしておりまして、移乗ですとかあるいは歩かれるときの補助になるようなロボットを導入するプロジェクトにつきまして、県単独の補助金で支援しております。また、ＩＣＴ機器などを導入しまして、現場の負担を軽減できるようであれば、そういったＩＣＴの導入も支援するといった取組みを設けているところです。幾つかの施設に実際に導入されています。
　以上でございます。

（馬瀬会長）
　ありがとうございました。
（秋山（眞）委員）
　それはどこか具体的に書いてあるわけですか。
（事務局）
　恐れ入りますが、計画の中には事業実施の細目までは書いておりませんけれども、既にホームページ等で26年度にもご案内いたしておりますし、27年度も引き続き実施することにしております。

（秋山（眞）委員）
　案内は行っているの？
（事務局）
　平成26年度につきましては、既に実施しておりますし、27年度にはまたご案内を申し上げます。

（馬瀬会長）
　このキャリアパスを実際サポート事業で導入されている事業所が何カ所ぐらいあるんですかね。
（事務局）
　35の法人、110の事業所で今年度この事業を活用してキャリアパスを導入されております。

（馬瀬会長）
　そういう方向に動き出しているということですね。

（大島委員）
　先ほど笠島先生からもお話がありました介護職員の処遇ということで、先ほど介護職員の処遇改善加算について、現場のほうは県から指導をいただいて、それぞれ事業者は最重要課題という認識のもと、このことについて、私は取り組んでいるところがほとんどではなかろうかなと、こんなふうに思っています。

　今言われましたように、小さなところで手につかないというところがあれば、ぜひまた指導して、我々事業者全体がそういうものに手を挙げて、そして介護職員の処遇改善を進めていきたいというふうに思っております。

　既に今までの処遇改善加算についても、ほとんどの事業者がそれに対応していると思いますので、ほとんどの施設がそういうふうに進んでいくであろうと思います。

　それから、先ほど来、我々の介護事業者の介護報酬が大幅に引き下げになったという話題についても、新聞やテレビで大きく報道されておりますので、私が述べるまでもなく、皆さんご存じのところだと思いますけれども、これはなかなか大変な引き下げになっているわけです。そして、収入は4.48％下がる。そして、介護職員の処遇改善加算というものは、当然介護職員のためにほとんどの事業者が資質を強化させるということで、ダブルでやはり我々に負担が来ている部分もあります。介護職員はなかなか採用ができないという側面は１年前とまた様変わりというほど深刻な状況に来ております。ここにまた介護報酬が大幅に引き下げになるということで、事業者としてはなかなか１年前と事業に取り組む考え方は相当厳しくなってきているだろうなというのは、私は経験としてわかると思っています。

　そういうことで、これから、先ほど認知症とか予防的なことで非常に危機感を持っているという意見もありましたけれども、在宅医療とか我々特養がほとんど３以上に入所者を限定されるという、この原則が我々に課せられてきているわけです。そうなりますと、やはりゆとり介護、柔軟な介護、サービスを向上していく、それから地域包括では在宅医療ということで重度化されている方を医療それから介護を含めて見ていくということも必要になってきて、私は看護職員、まあ介護職員もそうですけれども、看護職員も本当にこれで足りているのかなというふうに思っていましたところ、多分２月、先ほど番号１番で看護職員需給見通しということで、今後５年間の需給見通しで「2020年には看護職員の不足感は収束する」という県の見方が新聞の記事で出ておりまして、「ええ、そうなのかな」と私の実感から見ればとてもそうは思えませんし、これからグループホーム、サービス付きの高齢者住宅、そういうところでも一旦入った方をなかなかやはり出ていただくということはできないわけで、そういった方を見ていく、そういう看護職員も本当に見通しが立っているのかということについて、今お聞きしてみたいと思います。
（馬瀬会長）
　看護職員の需給見通しが甘いのではないかというご意見ですが。
（事務局）
　看護職員の需給見通しについてお話がございました。次期の28年度から32年度、６カ年の見通しを今立てておりますが、実は病院につきましての需要というものが落ちつきます。と申しますのは、これまで看護単位を13対１、10対１から７対１という流れがずっとありました中で、それがいろいろ個別を見ていると事情はありますが、それが落ちついてまいります。一方で、おっしゃいましたとおり、介護施設、訪問看護ステーションのほうの需要は伸びると。

　全体としては、その分で需要を押し上げるわけですが、供給のほうはリタイアされていく看護師さんがいる一方で、毎年看護の資格を取られる生徒さんたちが出てまいりますので、その数を差し引きしますと、32年度には需給がほぼ見合う形になるということでございまして、病院が落ちついて介護関係の訪問看護ステーションは伸びる。それに追いつく供給が見込めるものですから32年にはほぼトントンと、こういう見込みになっておりますので、一応伸びる前提で需給というものが拮抗していくんではないかという現段階での見通しを立てております。
（馬瀬会長）
　県内の看護師の養成施設を卒業して看護師になられる方の総数と辞めていくというか、看護師は資格があるんですが、その職場から離れるという方の、今までの累計した数字が出ております。そうすると、実は32年を過ぎると、年寄りの数も減ります。要するに病気になって入院する人の総数がもう出ているんです。そうすると、その対象者数がもう人口が減りますので、年寄りも減るんですね。老人人口がどんどん増えるわけじゃなくて、老人人口は頭打ちになって、その後下がってきます。

　そういったことを考えると、需給見通しはこれ以上増えることはないだろうと。需要が増えることはなくて供給がひょっとしたら上回るんじゃないかという予想は数字の上では出ています。実際、辞める人がもっと増えればまた足らなくなるし、それから今看護師や介護士が足らないと言っている需要の場所と看護師さんが出て働きたいと言っている場所とがミスマッチが起きています。看護大学を出た人が介護施設に就職した例はありません。だから、高等看護教育と実際に需要が高まっていく場所とがミスマッチが起こっているということが看護師さんが足らない足らないとおっしゃっている一番の理由だと思うんです。
　問題は、その辺をこの後少し解決していかなければいけないんだろうと思いますが、数字の上ではとにかく県の数字、僕も何回も見て検討したんですが、やっぱりどう考えても32年過ぎると看護師が余っていくということになる。医師の数もあと10年したら完全に過剰になってくる。10年しないうちに恐らく医師の必要数は先進諸国の中でもかなりの率が下がるだろう、ところが国はいまだに医学部を新設しようとしています。ミスマッチを起こしています。

　今必要とされる事柄と10年後、20年後に必要とされる事柄がどうもうまくかみ合わないところがあるんですが、何とかそこをみんなで内部でカバーしていかないともちませんので、高齢者の問題もミスマッチがあったりいろいろなぎくしゃくしたことはたくさんあって、お伺いして大変だなと思うんですが、何とかみんなでもみ合いながらやっていくしかないなと。

　本当に、先ほど笠島先生がおっしゃったように、事業者がバタバタ倒れていくというようなことがあったら、もう本当に誰もどうしようもなくなってしまうということ、それこそ都会で起きている孤独死なんていうのがごく普通に起こるようになってしまう。そういう県にだけはしたくないなという思いで、これはもう行政の、私の医師会もそうですが、みんな医療者側はそう思っておりますし、そこのところをご理解いただいて、この計画案も非常に、僕は読んだだけでは非常によくできていると、これ一つ一つが着実に実行されるかどうか、実行するときやはり困難がないような事業は１つもないんですよ。誰かかれかが痛みを分かち合ってやっていくしかない。しんどいところをみんなで担いでいくしかないような事業内容なんです。内容はすごくいいです。だけど、それを誰が担ぐのかといったときに、担いでいらっしゃる方々に非常に不満があるというか、不安があるというか、そういう内容かなと思います。
（惣万委員）
　看護師さんの問題は、労働条件も変えてそして給料もアップさせて、ある程度確保できるし志望者も多い。何が問題なのかというと、介護福祉士さんが問題で、前も言いましたように、学校の養成も60％だし、いざ卒業しても３年未満で辞めるのが60％、私は特養、低所得者にはいいと思うんですよね。例えばいろんなサービスで、例えば18万、20万のところ、なかなか入れませんよ。15万とか。特養はつくるべきかわからないけど、実際に富山でも働く人がいないので特養を縮小しているんですよ。そういう現状なのに、本当に特養を建てて、いざ建物は建てた、働く人がいないといって縮小していくのか、本当にちゃんと見通ししているのか。ただ建てればいいということではないと思います。

　今の介護報酬で、私たち小規模（事業者）がかなり打撃を受けています。富山型もこれぐらいの目標、知事さんがやるって言われたんですけど、とてもありがたいことなんですけど、実際には、例えば富山ケアネットを見ても２つもやめられました。もう１つも危ないと言っています。頑張るだけ頑張って、だめならやめていこうって言っているんです。それとやっぱりキャリアパスはやるんだけど、確かに私たちはまずは１と２ということですか、２段階の研修とかそういうことはできたんですよ。だけど、賃金体制を書けと。例えば私、赤十字だから、初任給は幾らで何十年たったらこれくらいとか、確かにすごい階段みたいのがあったんですよ。でも、今の私たちにそれができるかいったら、なかなか難しい。なぜかと言ったら、基本の介護報酬が下がっていますので、幾ら処遇改善手当が上がったとしても、あれは一時的なものなんで、どうやって基本給を上げるか。

　それで、県の方に力を入れてほしいのが、例えば私たちみたいな、今にもつぶれそうな人たちがどうやったら階段のように賃金体系にできるのか。例えばこれくらいのでいいんじゃないかみたいので許してもらえるのかどうか。そうじゃなきゃ誰も作れないって言ってます。何でかと言うと、基本報酬が下がっているんですから。私たちは10％下がっています。だけど、手当、加算とかを合わせたら、今のところは３％ぐらいかなという感じです。でも、それもその加算も、本当に市とかが来て、これは当たらないと言われたら、それで終わりですけど、そういうような不安定さがある。
　それと、私たちはまだ何も言わない前から、ある大きな特養とか老健の人たちでは上の人から給料は上がらないという説明があったと私も聞きました。私たちのこんなちっちゃいところでもまだ言っていないのに、何でそんな大きなところでこうやって予防線を職員に張るのかと思います。

　やっぱり上の人たちももっと希望を与える職場にしていかなきゃいけないし、私たち管理者にも責任があるんじゃないかなと思っています。それと、やっぱりどう生きれるか。

もう１つここへ来て言いたかったのは、富山市に特養におばあちゃんが入所しておられて、金持ちのおじいちゃんが見舞いに来ておって、そして職員がそこのおじいちゃんのところに２回泥棒に入った。で、ある特養のところで、職員が多分夜勤だと思うけど、ナイフで傷をつけた。それで出血で病院に運ばれて、これはおかしいと言って、犯人は職員だと。そのときものすごい私ショック受けたんですよ。そしたら、ある人が来られて、何て言われたかと言ったら、処遇が悪いからじゃないかと。もちろん個人の問題だとは思うんだけど、もっと労働条件がよかったりなんかして、職場のつくりもよかったら、その人はナイフで刺さなくてもよかったんじゃないかという意見もありました。
　私、そのとき思ったんだけど、富山市からも富山県からも、新聞には載りました、北日本新聞に。だけど、例えば私たちに、介護している私たちの現場に、こういうことがありました、もっとあなたたちも気を引き締めてやってほしいと、安心安全につながらないじゃないかというお達しがあってもいいんじゃないかなと、それくらいの私は問題だと思うんですよ。

　こういうような積み重ねが殺人につながるんだと思うのです。10年ぐらい前にグループホームの夜勤専門の、それこそ何の資格もない人が夜勤して、認知症のおばあちゃんをファンヒーターで腹を暖めて死なせました。殺す気はなかって言うけれど、知識がなかったのかもしれません。だけど、そういう状況だったんですよ。週に５回ほど夜勤してたって話ですから。今もある施設の人が働かしてくれって面接に来られました。施設といっても特養とか、老健とかじゃないんです、サービス付高齢者住宅だったかと思いますが、「僕は月に４日間しか休み当たっていない。それも毎日９時、10時まで働かされている」「それ、どうしてたった４日間なが」って言ったら、もう働け働けと、ここでも責任者、ここでも責任者言うて、「それ、監査の人来たらわからんが」言うたら、「なあん、わからん」言っていました。「そこは上がうまくやっとるがだろう」って言っておられました。
　今度は、みんなが介護で働く人たちがつぶれそうになっている。これを何とかしてもらわないといけない。それこそ昔やったらストしたいぐらいですよ。それぐらいの気持ちでおります。

（馬瀬会長）
　介護職員の処遇改善については、いろいろな方策がとられつつありますが、現実はいろんなパターンがあるだろうということで、利用者のほうからは何の返事もしようもないような話でしたが。

（事務局）
１点、小さい事業所でどうやったらキャリアパスがつくれるのかというお話があったかと思いますけれども。

（惣万委員）

賃金体系とかね。

（事務局）

何も小さい事業所で前お勤めだった病院のようなきめ細かな段の多い賃金体系をつくられる必要はないのでして、その事業所、その事業所に応じた、どういった資格を重んじるか、そしてそれにどれだけの給料を充てるかといったことは、やはりその事業所、その事業所によって違うのだと思います。そのために県のほうでも今年、まず業態に合わせたキャリアパスのモデルをつくりまして、そのモデルをお示しした上で、これでうちの事業所には合わないからもう少しきざみを細かくしたいとか、ここはもうちょっと給料の上がる部分を小さくしたいとかいう相談に、社会保険労務士が１対１で指導してくれるという、そういう制度をつくったわけです。

　それで、小さいところは小さいところなりの先の見通せるキャリアパス、大きいところは大きいところなりのより整った細かいキャリアパスが設定できるように支援したいと思っていますので、ぜひキャリアパスをというお考えがありましたら、来年度にご相談をしていただければ、それなりのご助言はできるかと思います。

（惣万委員）
　つくらないと、生きていけないいんですよ。２万7,000円の手当がつかないところなんですよ。１万5,000円今までついていたでしょう。それで、あとそれをするには、それをしなければ、どんなものでもいいからつくらないと１万2,000円当たらない。
（馬瀬会長）

キャリアパスをつくれるように、小さな事業所でもちゃんとつくれるように。つくりさえすれば、その１つランクアップした介護報酬が出るということになるんであれば、それはサービスを提供するそうですから。

（高原委員）
　計画自体はよくまとめていただいたと思っていたんですけど、79ページですか、「住み慣れた地域における多様な住まいの確保」、そのとおりだと思うんですけど、サービス付高齢者向け住宅、先般、新聞等で県で5,000戸というような数字になっていたかと思うんですけど、そんなにいっぱい要るのかというのが、ちょっと書いてもありまして、またここにも書いてあるように、先般の県の集団指導にも不適切な介護があったということは、介護給付の適正化の中でも、ケアプランの点検ということもしっかりしていかなきゃいけないということもあります。

　介護サービスの基盤整備が進められてきたなか、今までと違って特養の施設の持ちがうんと短くなったり、介護保険の施設でも結構老健とか増えてきているような状況がある、それは抜きにして、いろんなサービスを提供していらっしゃる事業者がいるんで、家賃と介護保険とまた別なんですけど、そこら辺の部分の適正な指導と言ったら大げさなんですけれども、しっかりして進めていっていただきたいと。この5,000戸という数字が勘違いかもしれませんけど、それも多いのかなと。

（事務局）
　サービス付き高齢者住宅の5,000戸の目標は、「高齢者居住安定確保計画」と言い、この計画と連携をとって進めた計画のほうで立てた目標でございます。それの概ね８割超ぐらいが入居されるものと考えて、65歳以上の高齢者が具体的にどういう状態の方がどういうところにお住まいなのかということを積み重ねた上で、5,000戸という目標数値を立てたものでございます。
　ちょっと今細かい積算手元にございませんけれども、ご指摘になられたとおり、サービス付き高齢者住宅におきましては、その中で例えば在宅の介護サービスが過剰に提供されたり、また特定のところから介護サービスを導入するように囲い込みが行われたりといった事例がよく見られております。
　そういったことを防ぐために、サービス付き高齢者住宅の整備を進めるとともに、その中で適切な対応介護サービスの事業が行われるように、当方といたしまして今後指導に努めていくことにしております。

（馬瀬会長）
　これについては、介護サービスだけではなくて、医療サービスのところでも問題になっている事案が全国的にあります。実によく考えたなと思うぐらい簡単に金もうけができると踏んだようです。それで、制度を利用して、50人の高齢者がいるマンションを２棟買って、そこへ月２回医者を派遣して、１日でばーっと診て、次の日にまた１日でばーっと診て、それで東京へ引き返したという。そうすると、月に200万それで、たった２日回るだけで月に200万、１回200万の請求があるというんで、やった事業所があって、これは厚労省からそれを把握しまして、今度の去年の医療費改正でそれができなくなるようにしましたけども、実はこういう制度をつくると、必ずもうかると踏んでおる人たちが出てまいります。このサービス付き高齢者住宅も囲い込みをやって、建築業者、マンション業者、デベロッパーがそれを中心にして介護保険のいろんな事業者を囲い込んで、その中に一括してやる。そうすると十分ペイすると踏んでやられているようです。
　ですが、これは私のほうからすれば、制度が悪いので、もうけようとする人が悪いというのはちょっと当たらないんだろうと。決してもうけてはいけないという仕組みにすると、この資本主義社会は成立しませんので、これは制度が悪いんです。やはりそういう人たちが出てこないようにきちんと制度管理していかなくちゃいけないということが必要なんだろうと思います。

　この介護報酬の話も、サ高住の話もきちっと行政側でチェックしていただいて、そういう人たちがはびこらないようにしていければというふうに思っております。
　ぜひ県のほうもそういう対応でお願いしたいというふうに思っております。

（表委員）
　このたび公募でお勉強させていただく機会をいただいたことを、大変感謝しております。

　団塊世代の人たちがいい人間生活が送れるようにという１つの施策でございますので、それについて私も本当に真剣にこの会議に出させていただいて考えました。きょうは南先生が来ておられませんけど、南先生がおっしゃっていた南砺市の取組み、本当にすばらしいことだと思います。それで、私も思うのですが、ＩＣＴ関係をもっと具体的にやっていく必要があると思います。この多くの団塊世代を支えるために。そう思っております。
　この地域包括センターもわかりやすくいろいろな図示がされておりますが、私もネットでいろいろ調べると、いろんなところでこういう行政と地域包括センター、住まいということで、連携のための具体策が出ております。ですけど、この災害国日本において、これがもし有線、線のついているものでつながっていたら、災害で途切れてしまうことにもなります。ですから、アメリカなんかで全部無線ＬＡＮでやられているという現実があります。しかし、何と言っても電源の確保が必要になってきますので設備投資の予算も考えねばなりません。せっかくのいい内容が消えないようにやっていただきたいなと思います。
　そういうことを踏まえて、私たちはやはり地元へ戻って、そしてこの地域包括センターのあり方、ケアマネジャーさんとの連携、そういったことを地域の住民の人たちが手を携えてやっていかなければならないということがよくわかりました。

　そういうことですから、県のほうも自信を持ってとにかく進めてください。そしてＩＣＴについては本当にしっかりと進めてください。昔はロボットで相撲ごっこをして遊んでいるようなシーンがたくさんありましたけど、これ実際本当の地震のときにどうでしたか。福島の原発現場へのロボットは外国から持ってこられましたよ。日本のロボットはどうしたんだろうと思いました。もっとロボット、ＩＣＴを生かしてくださって、いい形で団塊の世代を支えてください。よろしくお願いいたします。

（馬瀬会長）
　ご発言も尽きないようですが、そろそろ議事１番を終了したいと思います。

　次に、計画案については概ね了承されたと思っておりますが、本日またご提案いただいたことについて再度まとめていただいて、修正が必要なものがありましたら、事務局で確認をお願いしたいと思います。修正の具体的な内容については、私にご一任いただいてよろしいでしょうか。

　（異議なしの声）

（馬瀬会長）
　では、私のほうで確認した後、事務局において最終的な計画書の作成をお願いしたいと思います。

· 議事（２）医療介護総合確保推進法に基づく富山県計画（介護分）事業案について
事務局より、資料６に基づき説明後、質問・意見交換
（馬瀬会長）
　それでは、ただいまの説明や資料について、何かご意見、ご質問等あれば、ご発言をお願いいたします。
　

（惣万委員）
　予算額なんですけども、724億があって、介護施設が634億、そして介護従事者の確保が90億。これはもう国から出されているんですか。どうしようもないんですか。この数字を反対にしたらどうかなと。
（事務局）
この634億、介護従事者の確保90億は国の予算の中で枠組みをされたものでありまして。

（惣万委員）
　国がこんなこと言っているんですか。

（事務局）
　県のほうではこの額は今のところ動かしようがないものです。

（惣万委員）
　反対にしたらどうかね。ソフトをしないと。結局は整備にばかり、結局昔と考え方変わっていないんじゃないかなと思うのですが。もっと人を大事にすると言っている割に、安心とか安全とか言っている割に、整備費ばっかりで、だから建物は建てられるというか、だけど、どう教育するか、どう育てるか、どう確保するかが問題なので、そこでお金を反対にすればいいんじゃないかと。

（馬瀬会長）
基金ですが、これ２カ年だけですか。

（事務局）
　年限は限られておりません。現在のところいつまでということは一切示されておりません。消費税を原資としておりますので、その使い道としてこういうふうにするということで、終期を示されてはおりません。
（馬瀬会長）
　これ、たしか書き込んであったのは、29年度までと、28年と29年で医療介護総合確保促進法の中の基金でしょう。これたしか３年ぐらいでその先のことなんて何も書いてなかったように記憶してるんだけど。

（事務局）
　基本的にはこの計画は単年度ごとに作成をすることになっておりまして、ただ、参考として今後あと２カ年の事業計画もあわせて作成をいたしております。今おっしゃいましたのは、昨年度作成しました医療分の計画ということをおっしゃっていたと思いますけれども、医療分の計画をつくりますとき、基本的には26年度の計画案をお示しして、その後続く27、28年度のものも見込みとして示していたということでございます。

（馬瀬会長）
　基金ですから、多年度にわたって使うことができるというのが基金で、そこは補助金などと違うというものの考え方、国の言葉の使い方ですね。基金というのは、交付するけども、多年度にわたって、またがっても構いません。通常の場合は、その単年度で全て処理しなきゃいけないということですが、基金の場合は多年度にわたるものも認めるということらしいので、とりあえず27年度、28年度ぐらいまでは大丈夫と、ちょっと期待したいんのですが。

　ほかに何かご意見ございませんか。特にないようであれば、これで議事２を終了したいと思います。

　
－1－

